
～ 乗る自由、歩く楽しさ、選べる暮らし ～

『交通から変える！沖縄のまちと暮らし』

第４回沖縄本島中南部都市圏
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• 骨格的な公共交通が存在せず、
メイン公共交通は路線バス
→いわゆる“駅”が存在しない

• 公共交通軸や拠点駅を基盤とした
都市拠点形成がなされない

• 自動車交通を前提とした分散型の
都市構造で目的毎に移動が必要
→幹線道路沿線へ市街地が拡散
→結果的に “自家用車”に依存

• 高齢化が進み、移動制約も増大

沖縄本島中南部都市圏の特徴

中南部都市圏 神戸市

広島市 北九州市

中南部都市圏と
人口密度が同規模
約2,700人/㎢

人口：約120万
人口密度：
約2,500人/㎢

面積：約480㎢

中南部都市圏と人口が同規模
人口約120万

中南部都市圏と面積が同規模
面積約490㎢

嘉手納基地

嘉手納弾薬庫

キャンプ瑞慶覧

普天間基地

キャンプキンザー

那覇軍港
自衛隊

主な軍用地

同規模の都市圏では、鉄道に沿って市街地が形成
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• かつて存在した軽便鉄道は戦火で喪失
• 米軍統治下では、基地運用を支える道路整備と
アメリカ型の自動車交通体系が導入

• 日本復帰後の振興政策で、基盤整備が進められて
きたものの、現在も広域的な公共交通は不十分

• 現在も大規模な駐留軍用地が市街地を分断
→那覇市 - 沖縄市間は約20km、路線バスで1時間

• 急激な地価上昇により、更に郊外化が進展
→住宅地の地価は、全国8位と非常に高価であり
郊外居住が自動車への依存傾向に拍車

→約半数の世帯は、世帯所得が300万円以下
5台に1台が無保険車両（全国最低の加入率）

都市圏の特徴（歴史的な背景）

※DID地区（人口集中地区）：区域内で人口密度が4,000人/km2（40人/ha）以上の基本

単位区が互いに隣接し、あわせて人口5,000人以上となる地区

出典：国勢調査

DIDの変化と都市構造の分断
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人口は減らないが、高齢化は進む
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30～34歳
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70～74歳
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85～89歳
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2023年

2045年

生産年齢人口

60.9％

年少人口

16.3％

生産年齢人口

53.9％

年少人口

14.0％

前期高齢者

11.9％
前期高齢者

13.8％

22.7％ 32.1％

後期高齢者（高齢ドライバー）

10.8％
後期高齢者（高齢ドライバー）

18.3％

※2023年は住基人口、2045年は人口問題研究所（2023年推計）より作成

年齢階層別人口

• 20年先も人口規模はほぼ同程度

• 沖縄戦の影響もあり、沖縄県には
これまで高齢者が少なかった

• 2018年に超高齢社会に突入

• 2045年には約3人に１人が高齢者
（65歳以上）となる
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中南部都市圏の人口推移
実績 推計 119万人

※2023年以前は住基人口、2045年以降は人口問題研究所（2023年推計）より作成
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パーソントリップ調査の概要

南城市

八重瀬町

糸満市

豊見城市

那覇市

浦添市

宜野湾市
中城村

西原町

与那原町南風原町

北中城村
北谷町

嘉手納町

読谷村

うるま市

沖縄市

金武町

恩納村 宜野座村
• 沖縄本島中南部都市圏の17市町村の住民が対象

• 5歳以上の対象人口約116万人（R5.1.1住民基本台帳）
に対し、無作為に選ばれた約13万世帯、約28万人
にアンケート調査票を配布

• 約2.8万世帯、約5万人の回答を得た

• 事前に設定した都市圏の計画課題に対応し、
増え続ける送迎交通、貧困でもクルマを使わざるを
得ない社会（特に公共交通に関する利用料金負担）
等の実態分析を意識し調査を設計
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課題に対応した特徴的な調査項目

送迎頻度や理由通勤費用と会社負担の状況
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ナッジ理論を意識した広報設計
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チームワークの醸成（他部局連携）

• 公共交通利⽤促進の媒体「わったーバス党」と連携、
調査内容や記⼊⽅法をYouTube配信。

• オリジナルポロシャツを作成し県職員や中南部都市圏域
17市町村の職員が広報を兼ねて着用
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土木広報大賞2025 特別賞受賞！
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都市圏の移動の現状
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7.6万減（-2.9％）

↓

258

122万人(2020年) 
↑

11万増 (+9.9%)

実態調査時人口(国勢調査ベース)

トリップ数

81万人(1975年） 94万人(1985年） 111万人(2005年）

• 最新の第4回調査では、
 －人口が約11万人（約9.9%）増加
 －トリップは約7.6万（約2.9％）減少

• 外出が大幅に減った若い世代と
アクティブな高齢世代

34歳以下：トリップ減
• 人口減が主因であるが、
外出率・ネット原単位も減少

35～44歳：トリップ減
• 人口微増だが、
外出率・ネット原単位の減少が卓越

45歳以上：トリップ増
• 人口増が主因であるが、

65歳以上ではネット原単位も増加
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交通手段分担率の推移

0.0%
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0.5%

34.5%

49.8%

67.4%

72.5%

2.6%

6.1%

6.2%

5.7%

45.2%

32.6%

20.5%

16.7%

0.4%

0.2%

0.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第1回（1977年）

第2回（1989年）

第3回（2006年）

第4回（2023年）

モノレール バス タクシー系 自動車 二輪車 徒歩 その他

代表交通手段分担率

自動車利用の増加

4.4%

4.5%

【前回比較】

第4回－第3回
モノレール

+0.6%
バス

-0.5%

タクシー・ハイヤ―

-0.8%

自家用車

+5.1%

二輪車

-0.5%

徒歩

-3.8%

その他

-0.1%

※個人票から拡大した集計値

※不明は除く

• 自家用車が72.5％へ増加
• 徒歩での移動が減少
→自動車依存傾向が進展

• 公共交通（バス+モノレール）
の分担率は4.5％で変化なし
モノレールが1.6％に増加
バスの分担率は2.9%に減少

• モノレール延伸、基幹急行
バス導入などサービス向上

• 一方で、バス運転手不足
の課題も顕在化
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外出機会を失わないための環境整備

2% 24% 40% 6% 28%
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～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳以上 生涯運転したい

75歳（後期高齢者）

74%

26％

自動車の運転意向（何歳まで運転したいか）

運転したい

運転したくない

65歳

98%

85歳

34%

66%

※世帯票から拡大した集計値 ※不明は除く
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

40代以下
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年代別2045年免許返納予定者の割合

免許未返納の割合が高い

那
覇
市

八
重
瀬
町

• 後期高齢者（75歳）の4人に1人（26%）、85歳以上の
3人に2人（66％）が、「運転したくない」と回答

• 計画目標年次である2045年には、都市圏の約4分の1の
25万人が、自身で運転したくない（できない）と考える

• 郊外部ほど免許返納意向が低く、クルマを手放せない
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送迎に頼らず通学できる環境整備

• 義務教育の世代でも、通学手段の
半数近くを自動車送迎が占める

• 朝ピークの全交通の約14％が送迎

• 「家族への負担」「渋滞の要因」
「近隣への迷惑」などデメリット
は県民自身も認識

• 学生が自由に移動でき、送迎負担
の軽減に資する交通利用環境構築

• TDMやMMなど、学校教育と連携
を図り、地域の公共交通を利用し
ながら守っていく意識を醸成



13

54.0%31.3%

12.7%

2.0%

通勤手当支給限度額の割合

5千円未満 5千～1万円未満

1万～2万円未満 2万円以上

33.6%

34.1%

32.2%

0.1%

都市圏全体の通勤手当支給状況

全額会社支給 限度額まで会社負担

全額自己負担 不明

5千円未満は54％

1万円未満は約85％

通勤手当支給と交通手段の選択

• 通勤手当支給は、全額支給、限度
額支給、全額自己負担が各3分の1

• 支払限度額は、5千円未満が54％
 →ガソリン代相当の支給額であり、

 公共交通の利用には不十分

• 自動車利用者は全額支給が3割
• 公共交通利用者の全額支給は7割
 →通勤手段選択に手当の支給状況

 が影響していることを示唆
 

• 通勤費用負担のあり方について
考えていく必要性

68.1%

73.4%

27.3%

27.5%

15.3%

40.5%

4.4%

11.3%

32.1% 0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

モノレール

バス

自動車

手段別利用者の通勤手当支給状況

全額会社支給 限度額まで会社負担 全額自己負担 不明

N=364

N=496

N=6808
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バス運賃と比べ安価な駐車料金

• 那覇市中心部の駐車料金は1日当たり
1000円程度、駐車場が非常に多い

• 那覇市中心部から離れるに従って
自動車の分担率が上昇

• 路線バス往復運賃が駐車場料金より
高いエリアで自動車分担率が高い

 →安価な駐車料金が自動車利用に拍車
をかけている可能性を示唆

• 駐車場マネジメントや来訪者の交通
手段を考慮したエリアマネジメント
による交通需要調整策の検討が必要

駐車場料金とバス運賃の比較

※駐車場代、バス運賃は2024年8月時点
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ゆいレール JR 県外路線バス（熊本県）

県内路線バス タクシー 高速バス

4人 50人

40人

165人

1,600人

公共交通の距離帯価格比較

鉄道に比べ割高な路線バス運賃

胡屋

県庁北口

通常運賃

東京駅-川崎駅 320円(19分)(鉄道)

那覇市-沖縄市 960円(51分)(路線バス)

那覇市-沖縄市 242円(34分)(自家用車)

通勤定期（1年）

東京駅-川崎駅 92,580円（鉄道）

那覇市-沖縄市 459,640円（路線バス）

那覇市-沖縄市 116,160円（自家用車）

３倍

約５倍

※鉄道の通常運賃、定期料金はNAVITIMEより作成、自動車料金は維持費等は除きガソリン

代のみを考慮

※バスの通常運賃はNAVITIMEより 、定期料金は3か月の定期料金の4倍として試算

※自家用車の通常運賃は、距離 ÷ 13.21km/ℓ （沖縄県燃料消費量）×ガソリン代160円

/ℓ×2（往復）で試算、1年間 は上記料金1か月×12で試算

※自家用車の所要時間は、距離 ÷ 60km/h （国道における法定速度）で試算

↑普段意識されにくい車の購入・維持費

は埋没コストとして算定対象外

• 路線バス運賃は、大量輸送機関で
ある鉄道に比べて高くなる

• 那覇市－沖縄市間のバス運賃は、
同距離の鉄道運賃（例：東京-川崎間）
と比較して、通常運賃で3倍、通勤
定期(1年)では約5倍もの大きな差

• 運賃や前述の通勤手当支給状況が、
バスが選ばれにくい一要因である

• 短期的には、バス料金負担低減策、
• 中長期的には、交通需要の集約と
大量輸送交通手段の導入が必要
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マスタープランの基本方針

• 都市・道路・交通の分野が戦略的
に連携

• まず交通の環境を整えることで、
交通行動や交通拠点を中心とした
ライフスタイルの変化を促し、
都市や人々の暮らしを豊かに改善

• 『交通から変える！沖縄の
まちと暮らし』をスローガンに
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多核連携・軸上都市構造

• 3つ目の新たな都市拠点、
宜野湾ができることにより
目的地が分散
→移動距離・時間が短縮

• 都市拠点が連坦することで
拠点間の移動が円滑に！
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豊かな暮らしための拠点への機能集約
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「幹・枝・葉」のシームレスな接続と階層化

• 都市・地域拠点への機能集約
幹の交通：都市拠点間
枝の交通：都市拠点－地域拠点
葉の交通：地域拠点と周辺住居

• 役割に応じた機能と手段を
整備し、シームレスに接続

• 移動需要を集約することで
動線をわかりやすく

• 大量輸送機関の導入により
高速で安価な移動を実現
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多様な交通手段のための道路空間再編

• 道路を自動車交通の空間としての
みではなく、公共交通サービスを
支える基盤空間として位置付け

• 多様な交通手段の活用を図る空間
に再編、公共交通の定時性や速達
性を確保する方向性を明示

• 将来の自動運転化への対応も見据
えて公共交通専用空間の整備検討
を進めていく方針を示した
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玉泉洞

平和祈念公園

ひめゆりの塔

瀬長島

首里城

コンベンションセンター
マリーナ

美浜
アメリカンビレッジ座喜味城跡

残波岬

勝連城跡

伊計島

嘉手納基地

嘉手納基地

石川

国内 ・ 海外 ・ 離島

国内 ・ 海外 ・ 離島

沖縄

国内 ・ 海外

普天間飛行場

ロウワープラザ

インダストリアル
・ コリドー

西普天間

凡　　　例

南北骨格軸等の都市サービスを担う強力な公共交通システム
（道路空間を活用し連続的な専用走行空間を有する）

その他都市軸を誘導する新たな公共交通システム
（放射系）

拠点都市周辺の地域間を結節する新たな公共交通システム
（環状系）

沖縄都市モノレール（既存）

高速バス（主な高速バス停）

主なその他公共交通（路線バス等）︓枝の交通

都市拠点

軍用地跡地利用拠点

地域拠点（市町村中心等）

広域交通拠点（空港） 広域交通拠点（港湾）

主な観光 ・ 交流拠点

新たな公共交通と一体的な利便性に優れた市街地エリア

主な都市的土地利用ゾーン

西海岸の主要な観光交流エリア

凡　　　例

沖縄鉄軌道の構想

東海岸サンライズベルト構想

地域の公共交通がサービスする１次生活圏︓葉の交通

※拠点の円の数は規模を表す

Ｎ
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都市総合交通戦略の柱（幹線軸整備）

• 幹線軸の公共交通に求められる交通機能
 走行性、輸送力等の機能のあり方
 機能確保に必要十分な走行空間のあり方

• 幹線軸を支える道路に求められる空間機能
 道路における公共交通空間確保の可能性
 道路機能への影響と課題、必要な対策等
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マスタープランの実現効果

• マスタープランの実現で、公共交通利用者は2倍以上に増加（現況11.6万人＋13.9万人）

→交通ネットワーク整備だけでなく、拠点整備をあわせて進めていくことが重要！
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おわりに

• 全国の都市圏では人口減少や調査コストの増大、調査手法の多様化等を背景として、
従来型の大規模なPT調査の実施事例は減少傾向

• 本調査は約28万人を対象とした大規模調査を実施し、5万人から回答を得たことで、
都市圏全体の移動実態や交通課題を高い解像度で把握

• 将来の都市構造や交通政策の方向性を議論する上で、PT調査が果たす役割は依然
として大きい

• 沖縄特有の都市構造や交通課題を丁寧に整理し、将来像を共有しながら検討を重ね
たことが、本マスタープランの大きな特徴

• 今後は、令和8年度から2ヵ年をかけて、都市交通マスタープランに示された将来の
都市像を実現するため、具体施策の推進に向けた都市総合交通戦略を策定

• 『交通から変える！沖縄のまちと暮らし』の実現に向け引き続き取組みます！
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都市交通マスタープラン掲載HP

https://www.pref.okinawa.jp
/machizukuri/dorokotsu/101
2558/1012583/1039935.html

もしくは、

沖縄本島中南部都市圏
都市交通マスタープラン

で検索をお願いします！

https://www.pref.okinawa.jp/machizukuri/dorokotsu/1012558/1012583/1039935.html
https://www.pref.okinawa.jp/machizukuri/dorokotsu/1012558/1012583/1039935.html
https://www.pref.okinawa.jp/machizukuri/dorokotsu/1012558/1012583/1039935.html
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